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２
０
１
０
年
に
誕
生
し
た

ア
キ
ノ
政
権
以
降
、
政
治
の

透
明
性
が
向
上
し
、
政
情
が

安
定
し
て
き
た
フ
ィ
リ
ピ
ン

は
、
外
資
企
業
の
投
資
先
と

し
て
見
直
さ
れ
る
よ
う
に
な

っ
て
き
た
。

実
際
、
近
年
は

セ
イ
コ
ー
エ
プ
ソ
ン
や
ブ
ラ

ザ
ー
エ
業
、
キ
ヤ
ノ
ン
、
村

田
製
作
所
な
ど
の
製
造
業
に

よ
る
生
産
拠
点
の
大
型
投
資

が
相
次
い
で
い
る
。

背
景
に
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン

の
豊
富
な
労
働
力

へ
の
再
評

価
が
挙
げ
ら
れ
る
。

１４
年
７

月
の
フ
ィ
リ
ピ
ン
政
府
の
発

表
で
は
人
口
が
１
億
人
を
突

破
し
た
と
さ
れ
、
東
南
ア
ジ

ア
諸
国
連
合
（Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
）

の
中
で
は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
に

次
ぐ
第
２
位
に
位
置
す
る
。

加
え
て
、
生
産
年
齢
人
口
（１５

～
６４
歳
）
の
比
率
や
出
生
率

が
高
い
た
め
、
中
長
期
的
に

労
働
力
の
確
保
が
可
能
と
考

え
ら
れ
る
。

最
近
、
タ
イ
や
イ
ン
ド
ネ

シ
ア
、
ベ
ト
ナ
ム
な
ど
他
の

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
諸
国
で
は
、
経

済
成
長
に
伴
う
賃
上
げ
圧
力

の
増
加
な
ど
に
よ
る
労
包
者

の
賃
金
の
高
騰
が
大
き
な
課

題
と
な

っ
て
い
る
。　
一
方
、

若
い
労
働
力
が
豊
富
な
フ
ィ

リ
ピ
ン
で
は
、
こ
れ
ら
の
国

の
よ
う
な
急
激
な
賃
金
上
昇

の
リ
ス
ク
は
低
い
と
考
え
ら

れ
る
。
事
実
、
こ
こ
数
年
で

の
賃
金
上
昇
率
は
他
国
と
比

べ
緩
や
か
で
あ
り
、
現
在
は

ベ
ト
ナ
ム
よ
り
高
い
賃
金
水

準
も
将
来
的
に
逆
転
し
そ
う

な
状
況
に
あ
る
。

フ
ィ
リ
ピ
ン
の
人
材
は
量

だ
け
で
な
く
、
質
の
面
で
の

評
価
も
高
い
。
識
字
率
や
高

等
教
育
資
格
者
率
が
高
い
こ

と
に
加
え
、
英
語
が
公
用
語

の
た
め

コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
が
し
や
す
く
、
労
働
者
の

教
育
や
管
理
に
は
有
利
と
さ

れ
る
。
ま
た
、
他
国
で
見
ら

れ
る
よ
う
な
、
労
働
筆
議
に

よ
る
操
業
停
止
の
ケ
ー
ス
が

ほ
と
ん
ど
確
認
さ
れ
な
い
点

も
、
安
定
的
な
事
業
運
営
の

観
点
か
ら
は
重
要
で
あ
る
。

政
府
で
も
、
優
遇
措
置
に

よ
る
投
資
の
促
進
を
行

っ
て

い
る
。
特
に
輸
出
型
製
造
業

（少
な
く
と
も
生
産
品
の
７０

％
以
上
を
輸

出
）
に
対
し

て
は
、
貿
易

産
業
省
下
の

Ｐ
Ｅ
Ｚ
Ａ

（
フ
ィ
リ
ピ
ン
経

済
区
庁
）
が
指
定
す
る
区
域

に
お
い
て
、
法
人
税
を
は
じ

め
、
輸
入
部

ヽ
品

。
原
材
料
等

の
関
税
や
通
信

・
電
力

・
水

道
代
を
合
む
現
地
購
入
品
の

付
加
価
値
税
、
輸
出
税

。
埠

頭
税
を
お
の
お
の
免
除
す
る

な
ど
、
多
く
の
優
遇
措
置
を

用
意
し
て
い
る
。

大
統
領
の
再
選
が
禁
止
さ

れ

て
い
る

フ
ィ
リ

ピ

ン
で

は
、
現
在
の
ア
キ
ノ
大
統
領

の
任
期
が
満
了
す
る
１６
年
に

は
政
権
が
交
代
す
る
が
、
Ｐ

Ｅ
Ｚ
Ａ
の
投
資
優
遇
の
方
針

は
現
政
権
以
降
も
変
わ
ら
な

い
と
の
見
解
を
貿
易
産
業
相

が
表
明
し
て
い
る
。
ア
キ
ノ

政
権
以
前
か
ら
１９
年
に
わ
た

り
Ｐ
Ｅ
Ｚ
Ａ
長
官
を
務
め
る

デ

・
リ

マ
長
官
も
、
Ｐ
Ｅ
Ｚ

Ａ
の
方
針
を
政
権
に
依
存
さ

せ
な
い
姿
勢
で
あ
る
。

ま
た
、
Ｐ
Ｅ
Ｚ
Ａ
認
定
の

完
成
品
メ
ー
カ
ー
ヘ
の
部
品

。
原
材
料
の
販
売
は
輸
出
と

見
な
さ
れ
、
輸
出
型
製
造
業

同
様
の
投
資
優
遇
を
享
受
で

き
る
仕
組
み
の
た
め
、
今
後

は
、
冒
頭
に
述
べ
た
よ
う
な

大
型
投
資
を
受
け
た
関
連
サ

プ
ラ
ギ
ヤ
ー
の
工
場
投
資
も

見
込
ま
れ
る
。

外
資
企
業
の
投
資

へ
の
期

待
か
ら
、
現
地
で
は
工
業
団

地
の
開
発
が
進
む
。

例
え
ば
、

現
地
財
閥
で
不
動
産
開
発
大

手
の
ア
ヤ
ラ
は
、

「
チ
ャ
イ

ナ
プ
ラ
ス
ワ
ン
」
に
よ
る
中

国
か
ら
の
生
産
拠
点
の
移
転

を
検
討
す
る
企
業
の
誘
致
を

狙
い
、

１５
年
前
半
ま
で
に
ル

ソ
ン
島
で
２
カ
所

の
工
業
団

地
の
開
発
に
着
手
す
る
方
針

で
あ
る
。

新
規
の
工
業
団
地
の
整
備

が
進
む

こ
と
も

踏

ま
え
る

と
、
中
国
な
ど
か
ら
の
製
造

拠
点
の
移
転

・
分
散
を
検
討

す
る
日
系
製
造
業
、
中
で
も

組
み
立
て
加
工
な
ど
の
多
く

の
人
手
を
必
要
と
す
る
企
業

に
お
い
て
は
、
将
来
の
労
働

力
の
確
保
や
賃
金
上
昇
の
可

能
性
を
考
慮
し
て
、
フ
ィ
リ

ピ
ン
を
候
補
国
の

一
つ
と
し

て
検
討
す
る
こ
と
を
お
勧
め

し
た
い
。

新
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外資誘致、政府も優遇措置
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▼スペイン風力発電設備大手ガメサが中国で

大型受注

スペインの風力発電設備大手ガメサが中国

とインドで活発に事業を展開 している。こ

のほど中国の 2社から受注を獲得 したと発

表 した。契約規模は計 9万 2000キロワットで、こ

れによリガメサの中国における2014年の受

注規模は計45万キロワットとなった。インドでは

14年 11月 に新 しい生産ラインを導入 したナ

セルエ場の操業を開始 した。新生産ライン

では主に風力が弱い地域と中程度の地域で

もパフォーマンスが高い風カタービンを生

産する。 (www.jetro.gO.jp/biznews/54c7

1808c0620)

▼香港と広東省、サービス貿易自由化協定を

3月 から施行

香港と中国本土の自由貿易協定である経済

貿易緊密化協定 (CEPA)を さらに深化

させた「サービス貿易自由化協定」が香港

と広東省の間で 3月 1日 から施行される。

広東省との間で行われるサービス貿易に限

定されているものの、 CEPAに 比べて様
々な踏み込んだ市場開放策が盛 り込まれて

おり、世界貿易機関(WTO)が定める160種

のサービス業のうち95%超が香港企業へ開

放されることになる。 (www.jetro.go.jp/
biznews/54c5cd5d5d048)

▼英国系投資家グループが米ペット関連チェ

ーンを買収

米国のペット関連チェーンの最大手ペット

スマー トは英国の投資会社 BCパー トナー

ズ率いる投資家グループによる買収に合意

したと発表 した。買収総額は87億ドル (約 1

兆円)に上 り、米企業へのレバ レッジド・
バイアウ トとしては2014年で最大規模の案

件となる。 BCパー トナーズはカナダのケ

ベック州貯蓄投資公庫などからも資金を集

め、成長する米国のペ ット市場での事業に

投資 した。 (www.jetro.go.jp/biznews/54

c7261bafOc8)

www.businesswireocom/

▼米コンサルティング会社のヒューロンコン

サルティンググループ、米病院経営会社の

ステューダーグループの買収で合意 (ww
v.huronconsultinggroup.com)

▼パソコン大手の米デル、重量約 1.9キロ加で

厚さ と.8センチrル と薄型の新型パソコンを販売

(vvw.dell.com)                  i
▼清掃関連用品を手がける米ゼップ、電池式

の家庭用芳香 。消臭スプレーで従来品より

狭い場所で使いやすい「タイムミス ト・マ

イクロテック・ フラグランスシステム」を

発売 (www.zepinc,com)

▼米建材メーカーのデイ トン・ スーペ リアー ■

豊
富
な
労
働
力
再
評
価

通商号ム幸Rん らヽ (ジェトロ百己0

若き成長力秘めたフィリピン
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タ  イ

フイリピ

ビジネスワイヤから

タ
イ
日
系
企
業

景
況
感
上
向
く

【
バ
ン
コ
ク
Ｈ
京
塚
環
】
景
気
低
迷
が
長

引
く
夕
γ
で
、
日
系
企
業
の
景
況
感
が
上
向

い
て
き
た
。
バ
ン
コ
ク
日
本
人
商
工
会
議
所

（古
賀
久
三
治
会
頭
＝
丸
紅
泰
国
社
長
）
が

ま
と
め
た
在
タ
ギ
日
系
企
業
の
景
気
動
向
指

数

（
Ｄ
Ｉ
）
は
、
２
０
１
５
年
上
期

（１
～

６
月
）
の
見
通
し
が
プ
ラ
ス
２９
と
、
４
半
期

ぶ
り
に
プ
ラ
ス
に
転
じ
る
見
通
し
だ
。

１４
年

９
月
か
ら
の
暫
定
政
権
下
で
企
業
活
動
が
安

定
し
て
き
た
た
め
。
た
だ
、
投
資
促
進
制
度

の
大
幅
な
変
更
に
よ
る
新
規
投
資
の
減
少
も

懸
念
さ
れ
て
い
る
。

全
業
種
で
１４
年
下
期

（７

～
‐２
月
）
の
見
通
し
に
比
べ

Ｄ
Ｉ
が
改
善
し
た
。
非
製
造

業
全
体
で
は
マ
γ
ナ
ス
７
か

ら
プ
ラ
ス
３６
と
な
り
、
特
に

小
売
り

（プ
ラ
ス
５０
）
ゃ
金

融

。
保
険

・
証
券

（同
４
）

な
ど
の
分
野
で
改
善
幅
が
大

き
か

っ
た
。
製
造
業
全
体
で

は
マ
イ
ナ
ス
６
か
ら
プ
ラ
ス

２３
に
改
善
。
特
に
化
学

（プ

ラ
ス
５０
）
ゃ
自
動
車
な
ど
の

輸
送
用
機
械

（同
２９
）
と
い

っ
た
分
野
が
改
善
し
た
。

投資政策改正には懸念

タイの新車市場 は足元で は低迷す る

が、潜在需要へ の期待 は大 きい (14

年、バ ンコク国際 モーターシ ョー )

た
だ
、

‐５
年
上
期
の
Ｄ
Ｉ

は
前
期
に
比
べ

「
横
ば
い
」

と
回
答
し
た
企
業
が
全
体
の

４２
％

（‐４
年
下
期
は
２８
％
）

と
比
率
が
高
か

っ
た
こ
と
も

特
徴
だ
。
日
本
貿
易
振
興
機

構

（ジ

ェ
ト

ロ
）
バ
ン
コ
ク

事
務
所
の
保
住
正
保
所
長
は

「
マ
イ
ナ
ス
だ

っ
た
１４
年
下

期
の
状
況
が
続
く
と
考
え
る

企
業
も
依
然
多
い
」
と
分
析

す
る
。

実
際
に
足
元
で
は
景
気
低

迷
が
続
い
て
い
る
と
感
じ
て

い
る
企
業
が
多
い
よ
う
だ
。

‐４
年
下
期
の
見
通
し
は
マ
／

ナ
ス
６
。

１４
年
７
月
に
発
表

し
た
前
回
調
査
時
点
の
プ
ラ

ス
見
通
し
か
ら
再
び

マ
ギ
ナ

ス
に
後
退
し
て
い
た
。

調
査
で
は
１４
年
５
月
の
軍

事
ク
ー
デ
タ
ー
や
暫
定
政
権

の
か
じ
取
り
な
ど
、
政
治
情

勢
が
新
規
の
投
資
計
画
に
ど

の
よ
う
な
影
響
を
与
え
る
か

に
つ
い
て
も
聞
い
た
。

「
影

響
な
し
」
と
答
え
た
企
業
が

６６
％
に
の
ぼ

っ
た
。

ク
ー
デ
タ
ー
直
前
に
発
令

さ
れ
た
戒
厳
令
の
影
響
で
治

安
は
安
定
す
る
な
ど
企
業
活

動
は
安
定
し
て
お
り
、
政
情

に
左
有
さ
れ
ず
タ
イ
市
場

へ

の
投
資
意
欲
を
持

つ
日
系
企

業
の
姿
も
明
か
に
な

っ
た
。

今
後
の
カ
ギ
を
握
る
の
が

タ
ギ
投
資
委
員
会
（
Ｂ
Ｏ
Ｉ
）

が
‐５
年
１
月
に
導
入
し
た
新

た
な
投
資
促
進
政
策
だ
。

夕

γ
政
府
は
、
研
究
開
発
分
野

や
航
空
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
な
ど
付
加
価
値
の
高
い

産
業
に
重
点
的
に
税
制
優
遇

な
ど
を
導
入
し
た
。

こ
の
結
果
、
優
遇
対
象
が

変
更
前
の
２
４
３
業
種
か
ら

１
９
０
業
種
に
減
り
、
優
遇

を
受
け
る
中
古
機
械
の
使
用

期
間
も
縮
小
さ
れ
て
、
優
遇

対
象
か
ら
外
れ
る
企
業
が
出

て
く
る
。
現
時
点
で
改
正
後

の
制
度
の
運
用
細
則
な
ど
も

未
公
表
。
タ
イ

ヘ
の
対
内
直

接
投
資
の
約
３
割
を
占
め
最

大
投
資
国
の
日
本
に
も
影
響

が
出
そ
う
だ
。

調
査
は
１４
年
■
月
２４
日
か

ら
１２
月
１８
日
ま
で
実
施
。
会

員
企
業
１
５
８
３
社
の
う
ち

年
８
月
の
ベ
ト
ナ
ム
の
ス
マ

ホ
需
要
は
前
年
同
期
比
５６
％

増
加
し
、
東
南
ア
ジ
ア
で
２

番
目

の
成
長
率
を

記
録

し

た
。
同
社
は
ス
マ
ホ
販
売
を

成

長

の
け
ん
引
役
に
据

え

る
。一

方
、
全
国
に
１３
店
舗
あ

る
家
電
量
販
店

「
デ

ィ
エ
ン

マ
イ
」
で
は
Ｉ
Ｔ

（情
報
技

術
）
機
器
に
加
え
、
テ
レ
ビ

や
冷
蔵
庫
、
洗
濯
機
な
ど
家

電
全
般
を
扱
う
。
中
間
層
が

増
え
る
ベ
ト
ナ
ム
で
は
、
家

３
９
３
社
が
回
答
し
た
。
年

２
回
の
同
調
査
は
夕
耳
政
府

や
地
元
産
業
界
の
注
目
度
も

高
い
。
Ｄ
Ｉ
は
業
況
が
前
の

期
に
比
べ

「
上
向
い
た
」
と

答

え
た
企
業

の
割
合

か
ら

「
悪
化
し
た
」
と
回
答
し
た

割
合
を
差
し
引
い
た
も
の
。

プ
ラ
ス
な
ら
改
善
し
て
い
る

企
業
が
多
い
こ
と
を
示
す
。

電
の
需
要
拡
大
も
成
長
の
追

い
風
だ
。

１４
年
通
年
の
売
上

高
は
３７
％
増
を
見
込
む
。

‐６
年
末
ま
で
に
携
帯
電
話

販
売
店
と
家
電
量
販
店
の
店

舗
数
を
全
国
で
４
０
０
店
近

く
に
増
や
す
計
画
だ
が
、
店

舗
網
の
急
拡
大
の
陰
で
不
採

算
店
舗
も
増
え
た
。
携
帯
電

話

の
在
庫
も
膨

ら
ん

で
い

る
。
営
業
人
員
を
増
や
し
た

結
果
、
利
益
率
も
低
下
傾
向

を
示
す
。

一
時
、
８
千
人
以
上
い
た

従
業
員
を
５
千
人
台
に
減
ら

す
な
ど
販
管
費
を
圧
縮
し
、

販
売
効
率
の
向
上
に
努
め
て

い
る
。

携
帯
シ

ョ
ッ
プ
の
Ｆ

Ｐ
Ｔ
や
家
電
量
販
店
の
グ
エ

ン
キ
ム
な
ど
地
元

の
競
合
相

手
も
多
い
。
競
争
激
化
が
予

想
さ
れ
る
な
か
、
明
確
な
成

長

戦
略

が
求
め

ら
れ

て

い

る
。
　

　

　

　

（伊
藤
学
）

‐５
年
上
期
見
通
し
プ
ラ
ス
２９

ア
ジ
ア
白新
興
国
―
サ
／

ベ
ト
ナ
ム
で
ス
マ
ー
ト
フ

ォ
ン

（
ス
マ
ホ
）
な
ど
の
携

帯
電
話
や
家
電
を
販
売
す
る

小
売
リ
チ

ェ
ー
ン
。
同
社
を

通
じ
た
携
帯
の
販
売
シ

ェ
ア

は
２５
％
に
上
り
、
同
国
小
売

店
で
は
最
大
だ
。
ベ
ト
ナ
ム

で
は
今
も
携
帯
の
約
５
割
が

小
規
模
な
〃
パ
パ

マ
マ
シ

ョ

ッ
プ
〃
経
由
で
販
売
さ
れ
て

お
り
、
高
機
能
な
ス
マ
ホ
が

主
要
製
品
と
な
る
な
か
で
、

シ

ェ
ア
拡
大
の
チ
ャ
ン
ス
が

広
が
る
。

携
帯
電
話
販
売
店

「
テ
ー

ゾ
γ
ジ
ー
ド
ン
」
を
ベ
ト
ナ

ム
の
全
６３
省

・
市
に
展
開
す

る
。
店
舗
数
は
２
０
１
３
年

末
時
点
で
約
２
２
０
カ
所
に

上
る
。
独
調
査
会
社
Ｇ
ｆ
Ｋ

に
よ
る
と
、

１３
年
９
月
～
１４

スマホ販売、成長のけん引役

《会社概要》

▽本  社  ビンズオ ン省

▽設   立   2004年
▽代表者  グ エ ン・ ドゥク・ 夕

イ会長兼 CEO
▽売 J三高   9ツ餡 988寄ぎドン

(2013年 12月 期 )

▽孝屯不U益  2556億 ドン  (同 上i)

(たと) 1万ドン==56円

在タイ日系企業の景況感 (DI)

DI=「上向いた」―「悪化した」
０

０

０

０

０

０

６

４

２

　

２

４

→

し

）

下期□ □ □ L」 □上評□

2009年 10 11 12 13 1415
(注)バンコク日本人商工会議所調べ

モバイルワール ド(ベ トナム)

海外企業のM&A(合 併 。買 |


